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経営戦略本部長としての志

　2025年6月に経営戦略本部長（CFO）に就任いたしました

梅谷泰郎です。経営戦略本部長の責務を担うにあたり大切に

したい私の志を2点申し上げます。1点目、当社グループの基盤

は何よりも安全です。私はこれまで当社グループの最前線であ

る支社やグループ会社といったお客様に近い場所で「3現主義

」（現地、現物、現実）を実践し、安全第一でお客様のご期待にお

応えすることを心掛けて参りました。福知山線列車事故のよう

な重大な事故を決して発生させないという決意のもと、安全を

最優先に経営課題に取り組みます。2点目、これまで様々なス

テークホルダーの皆様と向き合ってきた経験を活かし、徹底し

た顧客視点と現場起点での考働を発展させることで社員の働

きがいを高めるとともに社会インフラを担う企業グループとし

て持続的成長による企業価値向上をめざします。経営環境は

厳しさを増していますが、当社の存在意義を問い続け、地域に

根差した鉄道という基盤の上でグループ一体となってステーク

ホルダーの皆様のご期待に応えて参ります。

中期経営計画2025アップデート

　中期経営計画2025は、当社グループの存在意義を示す「私

たちの志」と中長期的に実現したい未来である「長期ビジョン」

の実現に向けて発展していく第一ステップと位置付けました。

2024年4月には物価高騰、労働力不足など当社の経営を取り

巻く環境変化に対応するために中期経営計画2025のアップ

デートを行い、持続的な成長を実現するために強固な事業基盤

の構築をめざしております。

　資源配分については、安全投資を最優先に「大型プロジェク

トやインバウンド需要を契機とした主要事業の活性化」、「さらな

る成長に向けた新規事業」、「変化対応・創出力向上（人的資

本）」への投資を積極的に行いました。3か年の安全投資(3,400

億円)は中計2025で掲げた水準を維持しつつも、ライフデザイ

ン分野の拡大を図ることを念頭に、大阪・広島プロジェクトや首

都圏におけるアセット拡大、デジタル戦略を活用したWESTER

ワールドや新たな決済サービス「Wesmo!」の拡大などの成長

投資に多くの資源を投入しました。さらに、資本効率を早期にコ

ロナ前水準まで回復させることを企図して2025年上期までに

総額1,000億円の自己株式取得を実施しました。

実績・成果

　中計2025では、重点戦略を着実に推進したことで期中にアッ

プデートした財務目標は概ね達成する見込みです。2025年は

大阪・関西万博が開催され、当社は鉄道だけでなくバスでも万

博会場への交通サービスを担うとともに、会場内オフィシャルス

トアの運営や、駅やグループ会社商業施設における万博機運醸

成のための各種イベントを実施しました。また、拡大するインバ

ウンド需要の受け入れ体制整備のために多言語案内や当社エ

リア内の観光地へスムーズな移動ができるインバウンド向け専

用商品の充実を行いました。このように万博やインバウンドの需

要を着実に取り込むことで、連結営業利益は1,950億円と5期

連続の増益を想定しております。

　大阪プロジェクトでは、これまで鉄道で使っていた用地を商業

に転用することで資産価値を高めるとともに大阪駅の西側に新

たなにぎわいを創出しました。商業施設のご利用も好調で、オ

フィスの契約率も順調に進捗しています。こうした再開発によっ

て、不動産業の成長とともに鉄道を利用されるお客様の増加にも

つながる好循環を生み出しました。広島では3月に新駅ビルが開

業して8月には駅ビル2階に路面電車が乗り入れたことにより一

層利便性が向上しました。新駅ビルの開業によって市内の回遊

性が高まり、新たな再開発が促進されていることからもさらなる

にぎわいの創出が期待されます。このように駅を中心とした地域

の魅力を創出するまちづくりによって、お客様のニーズにお応えし

新たな人の流れを生み出す循環を創り、各事業の利益を最大限

押し上げられるようにグループ一体となって努めて参ります。

　一方で、中計2025期間において想定以上に進んだ物価高騰

や労働力不足への対応によって人件費や業務費を中心に様々

なコストが増加しています。将来的な労働力不足に備えた労働

生産性向上投資の拡大に伴う減価償却費の増加や人的資本投

資による人件費の増加がコスト構造に影響を及ぼすことが想定
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連結営業利益
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4.8%程度
（期首想定）

22%
（期首想定）

4倍程度

1,850億円
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されます。併せて、激甚化する災害や地震対策、持続可能な地域

交通の実現などに引き続き取り組んで参ります。また、ライフデザ

イン分野の新たな戦略であるデジタル戦略やJCLaaS事業など

の進捗が想定に比べて遅れているため、連結営業利益に占める

ライフデザイン分野の割合は目標未達となる見通しです。

次期中計の方向性

　物価高騰や労働力不足といった課題に対応すべく、次期中計

においては鉄道の持続的進化に向けた取り組みを今まで以上

に進めます。併せて、ライフデザイン分野を牽引する不動産業の

成長を加速させるなど、資本戦略を含めてライフデザイン分野

の拡大を進めて参ります。加えて、各事業の役割や事業間での

シナジー効果を拡大させるとともに、資本コストを意識した資源

配分により連結の収益性向上による長期的な企業価値向上に

つなげていきたいと考えております。

事業ポートフォリオ戦略

　長期的な企業価値向上のため、鉄道の持続的進化とともに事

業ポートフォリオ再構築によるグループの成長が不可欠です。当

社グループの事業ポートフォリオ戦略において、モビリティサー

ビス分野（鉄道・交通、流通、ホテル、旅行）は安定したキャッシュ

フローと強固な顧客基盤を持つことからグループの事業基盤と

して持続的な価値創造に貢献するものと考えております。ライフ

デザイン分野（不動産、SC、地域・まちづくり）は投資規模の拡大

により利益成長を加速しながら、ファンド・リートの有効活用によ

り、資本効率向上を図るとともに、投資回収のタイミングを適切

に見極め、利益を効率的に稼ぐフェーズへの移行を進めて参り

ます。併せて、デジタルやインフラマネジメントなど、グループ横断

の取り組みにより当社グループが培ってきたケイパビリティが活

かせる分野についても引き続き取り組んで参ります。

　事業の持続的な成長に向けて業界他社との比較やシナジー

効果など複数の観点を考慮したうえで、各事業の保有意義を

定量的・定性的に検証し、保有意義の乏しい事業については再

編等を検討して参ります。また、新規事業についても、足元の進

捗の遅れを取り戻すべく資本戦略も活用した成長をめざして

参ります。

鉄道の持続的進化

　鉄道では、お客様のニーズが高まっている着席サービスやハ

イグレードなサービスのさらなる展開に加えて、2030年度に予

定されている夢洲での「統合型リゾート大阪IR」開業やインバウ

ンド需要拡大などの好機をしっかりと捉える投資等により収益

の拡大を図って参ります。併せて、労働力不足への対応として省

人化・省力化への資源配分を強化することに加え、他社との車

両の装置・部品の共通化を進めて参ります。これにより中長期的

な固定費の抑制を図るとともに、ノウハウや技術の外販にもつ

なげて参りたいと考えております。

　鉄道においても価値創出の源泉は人財であり、サプライ

チェーンを含む人的資本への配分も必要と考えておりますが、こ

うした人的資本投資を行う上では企業努力が適切に報われる

ような運賃制度が必要であり、弊社としても引き続き政府に要望

して参ります。また、ローカル線については地域ごとの交通ニー

ズに合わせた持続可能な交通体系を地域の皆様とともに検討

して参ります。

財務戦略

　財務面では、利益成長と資本効率を意識した経営により中

計2025最終年度ではROA5％程度、ROE10％程度の見通しで

す。また、中計2025では配当性向35%以上の方針に基づき各事

業の利益を拡大させることで増配を見込んでいます。中計2025

期間の終了を待たずに自己株式取得を進めたことでEPSはコロ

ナ前水準への回復を見込んでおります。株価上昇の重しとなる

資本コスト(WACC)の低減も図っています。

　また、次期中計では一定のリスクにも耐え得る財務規律を維

持しつつ適切な規模での負債活用等を検討して参ります。当社

は過去の低金利環境下において信用力を最大限活用した超長

期での借り入れを積極的に実施した結果、平均残存年数の長

期化を実現しております。今後の負債活用にあたっては、足元の

市場金利上昇による調達金利への影響を抑えることを念頭に

短期を含めた借り入れも活用して参ります。

　還元方針については安定配当の重要性を認識しており、次期

中計においても踏襲して参りたいと考えております。2024年度は

IR Dayにおいて社外取締役との対話の場の設定やデジタル戦

略に関するご説明を行いました。また、統合レポートやファクト

シート、決算説明会資料についても投資家の皆様からのフィード

バックに基づいて開示情報の見直しを行う等、事業戦略の解像

度を高めることで株主資本コストの低減にも努めて参りました。

株主の皆様へ

　上記の取り組みについて株主・投資家の皆様にも進捗や見

通しについてご理解いただけるよう、情報開示や1on1、スモー

ルミーティング、証券会社コンファレンス等の対話の機会の充

実を進めて参ります。引き続きステークホルダーの皆様のご期

待にお応えできるように対話の機会を積極的に活用しながら、

皆様のご意見を経営に活かして企業価値向上に取り組んで参

ります。
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ステークホルダーの皆様へ提供する価値
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新たな事業の創出

�つの
ビジョン

�つの
重点戦略

※第2四半期時点

2221 JR西日本グループ 統合レポート2025 JR西日本グループ 統合レポート2025

めざす未来に向けた価値創造プロセス

大
切
に
す
る
価
値
観

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

コ
ー
ポ
レ
ー
ト・
ガ
バ
ナ
ン
ス

め
ざ
す
未
来
に
向
け
た

価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス

J
R
西
日
本
グ
ル
ー
プ
の

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

デ
ー
タ
集

Chief Financial Officer



□ 経営戦略における各事業の位置付け、役割の定期的見直し

□ 各事業の成長性、事業特性に応じた資本投下の重点化、
KPI設定によるマネジメント
[ROIC-WACCスプレッドと投下資本の規模による企業価値向上への貢献度］

□ 鉄道事業の安全性向上・持続的進化、事業ポートフォリオ再構築による
ライフデザイン分野拡大のアカウンタビリティ向上による株主資本コストの低減

□ 財務健全性や最適な資本構成について、資本市場、ステークホルダーとの
対話を充実

中期経営計画2025アップデート
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巻く環境変化に対応するために中期経営計画2025のアップ

デートを行い、持続的な成長を実現するために強固な事業基盤

の構築をめざしております。

　資源配分については、安全投資を最優先に「大型プロジェク

トやインバウンド需要を契機とした主要事業の活性化」、「さらな

る成長に向けた新規事業」、「変化対応・創出力向上（人的資

本）」への投資を積極的に行いました。3か年の安全投資(3,400

億円)は中計2025で掲げた水準を維持しつつも、ライフデザイ

ン分野の拡大を図ることを念頭に、大阪・広島プロジェクトや首

都圏におけるアセット拡大、デジタル戦略を活用したWESTER

ワールドや新たな決済サービス「Wesmo!」の拡大などの成長

投資に多くの資源を投入しました。さらに、資本効率を早期にコ

ロナ前水準まで回復させることを企図して2025年上期までに

総額1,000億円の自己株式取得を実施しました。
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　中計2025では、重点戦略を着実に推進したことで期中にアッ

プデートした財務目標は概ね達成する見込みです。2025年は

大阪・関西万博が開催され、当社は鉄道だけでなくバスでも万

博会場への交通サービスを担うとともに、会場内オフィシャルス

トアの運営や、駅やグループ会社商業施設における万博機運醸

成のための各種イベントを実施しました。また、拡大するインバ

ウンド需要の受け入れ体制整備のために多言語案内や当社エ

リア内の観光地へスムーズな移動ができるインバウンド向け専

用商品の充実を行いました。このように万博やインバウンドの需

要を着実に取り込むことで、連結営業利益は1,950億円と5期

連続の増益を想定しております。

　大阪プロジェクトでは、これまで鉄道で使っていた用地を商業

に転用することで資産価値を高めるとともに大阪駅の西側に新

たなにぎわいを創出しました。商業施設のご利用も好調で、オ

フィスの契約率も順調に進捗しています。こうした再開発によっ

て、不動産業の成長とともに鉄道を利用されるお客様の増加にも

つながる好循環を生み出しました。広島では3月に新駅ビルが開

業して8月には駅ビル2階に路面電車が乗り入れたことにより一

層利便性が向上しました。新駅ビルの開業によって市内の回遊

性が高まり、新たな再開発が促進されていることからもさらなる

にぎわいの創出が期待されます。このように駅を中心とした地域

の魅力を創出するまちづくりによって、お客様のニーズにお応えし

新たな人の流れを生み出す循環を創り、各事業の利益を最大限

押し上げられるようにグループ一体となって努めて参ります。

　一方で、中計2025期間において想定以上に進んだ物価高騰

や労働力不足への対応によって人件費や業務費を中心に様々

なコストが増加しています。将来的な労働力不足に備えた労働

生産性向上投資の拡大に伴う減価償却費の増加や人的資本投

資による人件費の増加がコスト構造に影響を及ぼすことが想定

されます。併せて、激甚化する災害や地震対策、持続可能な地域

交通の実現などに引き続き取り組んで参ります。また、ライフデザ

イン分野の新たな戦略であるデジタル戦略やJCLaaS事業など

の進捗が想定に比べて遅れているため、連結営業利益に占める

ライフデザイン分野の割合は目標未達となる見通しです。

次期中計の方向性

　物価高騰や労働力不足といった課題に対応すべく、次期中計

においては鉄道の持続的進化に向けた取り組みを今まで以上

に進めます。併せて、ライフデザイン分野を牽引する不動産業の

成長を加速させるなど、資本戦略を含めてライフデザイン分野

の拡大を進めて参ります。加えて、各事業の役割や事業間での

シナジー効果を拡大させるとともに、資本コストを意識した資源

配分により連結の収益性向上による長期的な企業価値向上に

つなげていきたいと考えております。

事業ポートフォリオ戦略

　長期的な企業価値向上のため、鉄道の持続的進化とともに事

業ポートフォリオ再構築によるグループの成長が不可欠です。当

社グループの事業ポートフォリオ戦略において、モビリティサー

ビス分野（鉄道・交通、流通、ホテル、旅行）は安定したキャッシュ

フローと強固な顧客基盤を持つことからグループの事業基盤と

して持続的な価値創造に貢献するものと考えております。ライフ

デザイン分野（不動産、SC、地域・まちづくり）は投資規模の拡大

により利益成長を加速しながら、ファンド・リートの有効活用によ

CFOメッセージ

り、資本効率向上を図るとともに、投資回収のタイミングを適切

に見極め、利益を効率的に稼ぐフェーズへの移行を進めて参り

ます。併せて、デジタルやインフラマネジメントなど、グループ横断

の取り組みにより当社グループが培ってきたケイパビリティが活

かせる分野についても引き続き取り組んで参ります。

　事業の持続的な成長に向けて業界他社との比較やシナジー

効果など複数の観点を考慮したうえで、各事業の保有意義を

定量的・定性的に検証し、保有意義の乏しい事業については再

編等を検討して参ります。また、新規事業についても、足元の進

捗の遅れを取り戻すべく資本戦略も活用した成長をめざして

参ります。

鉄道の持続的進化

　鉄道では、お客様のニーズが高まっている着席サービスやハ

イグレードなサービスのさらなる展開に加えて、2030年度に予

定されている夢洲での「統合型リゾート大阪IR」開業やインバウ

ンド需要拡大などの好機をしっかりと捉える投資等により収益

の拡大を図って参ります。併せて、労働力不足への対応として省

人化・省力化への資源配分を強化することに加え、他社との車

両の装置・部品の共通化を進めて参ります。これにより中長期的

な固定費の抑制を図るとともに、ノウハウや技術の外販にもつ

なげて参りたいと考えております。

　鉄道においても価値創出の源泉は人財であり、サプライ

チェーンを含む人的資本への配分も必要と考えておりますが、こ

うした人的資本投資を行う上では企業努力が適切に報われる

ような運賃制度が必要であり、弊社としても引き続き政府に要望

して参ります。また、ローカル線については地域ごとの交通ニー

ズに合わせた持続可能な交通体系を地域の皆様とともに検討

して参ります。

財務戦略

　財務面では、利益成長と資本効率を意識した経営により中

計2025最終年度ではROA5％程度、ROE10％程度の見通しで

す。また、中計2025では配当性向35%以上の方針に基づき各事

業の利益を拡大させることで増配を見込んでいます。中計2025

期間の終了を待たずに自己株式取得を進めたことでEPSはコロ

ナ前水準への回復を見込んでおります。株価上昇の重しとなる

資本コスト(WACC)の低減も図っています。

　また、次期中計では一定のリスクにも耐え得る財務規律を維

持しつつ適切な規模での負債活用等を検討して参ります。当社

は過去の低金利環境下において信用力を最大限活用した超長

期での借り入れを積極的に実施した結果、平均残存年数の長

期化を実現しております。今後の負債活用にあたっては、足元の

市場金利上昇による調達金利への影響を抑えることを念頭に

短期を含めた借り入れも活用して参ります。

　還元方針については安定配当の重要性を認識しており、次期

中計においても踏襲して参りたいと考えております。2024年度は

IR Dayにおいて社外取締役との対話の場の設定やデジタル戦

略に関するご説明を行いました。また、統合レポートやファクト

シート、決算説明会資料についても投資家の皆様からのフィード

バックに基づいて開示情報の見直しを行う等、事業戦略の解像

度を高めることで株主資本コストの低減にも努めて参りました。

株主の皆様へ

　上記の取り組みについて株主・投資家の皆様にも進捗や見

通しについてご理解いただけるよう、情報開示や1on1、スモー

ルミーティング、証券会社コンファレンス等の対話の機会の充

実を進めて参ります。引き続きステークホルダーの皆様のご期

待にお応えできるように対話の機会を積極的に活用しながら、

皆様のご意見を経営に活かして企業価値向上に取り組んで参

ります。

■株主・投資家との対話状況 （対象期間：2024年4月1日～2025年3月31日）

■イノベーションによる長期ビジョンの実現 対話を行った株主・投資家の概要（約310回）

主なIRイベントおよび対応者 経営へのフィードバック状況

国内／海外 当社対応者

8月
11月
1月
5月

時期

決算説明会（25.3期1Q）
決算説明会（25.3期2Q）
決算説明会（25.3期3Q）
決算説明会（25.3期本決算）
スモールミーティング

IRイベント

25.3期1Q業績
25.3期2Q業績
25.3期3Q業績
25.3期通期業績、26.3期業績予想
アナリスト、機関投資家と社長との戦略対話

内容

CFO
代表取締役副社長
CFO
代表取締役社長
代表取締役社長

主な説明者

対話の要旨まとめ
アナリストレポートのまとめ
対話において示唆があった内容

内容

2Q、本決算
四半期毎
都度

頻度

取締役会
代表取締役社長、CFO等
CFO、関係部門等

フィードバック先

取締役会付議
直接またはメール等
直接またはメール等

国内
��%

海外
��%

報告方法

経営陣
��%

IR担当
��%

相手方の担当分野

ファンドマネージャー
��%

ESG・その他
�%
セルサイドアナリスト
��%

バイサイドアナリスト
��%

■労働力不足の拡大
鉄道事業 労働力需給推移（想定）

施策やイノベーションによる
労働生産性向上想定

なお不足する部分
⇒さらなる努力が必要

�������� ����

必要労働力 確保可能な労働力※

※生産年齢人口の減少をベースに、産業別の人財確保力を加味して想定

長期的な企業価値向上

鉄道事業の安全性向上・
持続的進化

事業ポートフォリオ
再構築による成長

左記を両立させる
財務戦略

事業別ROICの活用による事業ポートフォリオ経営を進化
ー 急激に変化する経営環境に対応 ー イノベーションによる

新たな価値創造で
心を動かす。未来を動かす。

新たな
価値創造

変化対応・創出力向上

利便性の
向上安全性の

向上

生産性の
向上

自動運転・
隊列走行BRT

AIを活用した
画像解析・検知

顔認証改札機

自動改札機故障予測AI

総合検測車

多機能
鉄道重機

フルスクリーン
ホームドア

共に歩んでいく
様々なパートナー
との連携

組織や社員から
イノベーション創出を
促す環境づくり

（年）
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